
直営から民間委託に転換した業務一覧

所管

水と緑の部

学校教育部

経済部

福祉部

福祉部

こども部

道路交通部

水と緑の部

情報政策部

管財部

こども部

環境清掃部

水と緑の部

企画部

管財部

福祉部

福祉部

管財部

管財部

市民部

市民部

福祉部

保健スポーツ部

市民部

総務部

管財部

福祉部

＜上記全27業務の平成22年度決算額＞

直営経費
(A)

委託料
(B)

その他
(C)

委託後の節減額
(A)-(B)-(C)

2,550百万円 1,366百万円 738百万円 446百万円

※直営経費＝委託開始年度の前年度における決算額
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業務名称

1

2

※平成11年度以降に直営から民間委託に転換した全27業務
(委託後に廃止した1業務を除く)

明松園清掃業務

身体障害者福祉センター送迎バス運行業務

勤労福祉センター分館管理運営業務

学校給食調理業務

排水機場維持管理業務

本庁警備業務

終末処理場（土日夜間）管理運営業務

電算システム管理運営業務

側溝清掃維持管理業務

おひさまキッズ（みどり学園）送迎バス運行業務

本庁受付案内業務

広報紙編集発行業務

里見公園・万葉植物園管理業務

クリーンセンター職員送迎バス運行業務

あおぞらキッズ（松の実学園）送迎バス運行業務

北部地域包括支援センター業務

市有バス運転業務

男女共同参画センター管理運営業務

市営住宅入居者収入認定・空家登録者募集業務

国保電話回答等業務

松香園清掃業務

松香園送迎バス運行業務

介護保険高額介護サービス費等データ入力業務

支所市民課住民登録等データ入力業務

本庁市民課住民登録等データ入力業務

本庁電話交換業務

本庁施設管理業務
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《指定管理者制度》

指定管理者制度の新規導入から指定・モニタリングまでの流れ

　議会

公募による選定の流れ

公募へ 　　　することの審査

B財団 A社
申請書 申請書

C NPO D社 １団体選定の妥当性が
ないと判断された場合

　協議書の取り交わし

Ｂ財団

候補者をＢ財団に決定

　議会

※指定管理者の指定期間について
　　指定管理者の指定期間は、「公の施設の指定管理者制度の運用に関する指針」により、原則として５年間としている。ただし、指定施設の性質や、
　指定施設において行われる業務の内容等を考慮して、原則によらず指定期間を定めることができるとしている。
　　なお、指定期間が長期であれば競争原理が損なわれて効率化の弊害になる恐れがあること、逆に短期であれば、指定管理業務が特定の技術や能力を
　有する従事者が必要な場合、従事者の雇用が困難になってサービス向上が望めなくなる恐れがあることから、これらに留意して指定期間を設定するこ

　　ととしている。

※委員７人で組織する

副市長・総務部長・企画部長

設置管理条例の議決

指定管理者候補者選定審査会

募集要項、仕様書、評価基準等の審査

市としての意思決定

市が有する公の施設

１団体選定の流れ

指定管理者制度の導入の検討
＜市川市アウトソーシング基準＞

「共通の基準11項目」の検証
  ① 常に工程が一定な極めて定型的なもの
  ② 時期的に集中するもの
  ③ 高度な技術又は専門的知識を要するもの
  ④ 費用対効果の改善が期待されるもの
  ⑤ イベントなどの企画運営的なもの
  ⑥ 危険、困難又は特殊な作業を伴うもの
  ⑦ 職員の勤務条件の改善を行おうとするもの
  ⑧ 地域の雇用が創出され市域全体の活性化が期待できるもの
  ⑨ 民間市場が成熟していて同様のサービス提供が行えるもの
  ⑩ 市民との協働による業務運営が効率的、効果的なもの
  ⑪ 欠員の補充が難しい、または欠員の補充を行わないもの

「指定管理者の基準３項目」の検証
  ① 開館時間の延長や祝日の開館など
　  サービスの拡充につながる場合
  ② 自主事業などのサービスの展開が多様で、
 　 高度になる場合
  ③ 将来的に利用料金制度の導入など
　  経営面で大きな改善につながる場合

　 指定管理者制度の導入に向けて庁内調整

財政部長・管財部長・教委総務部長

公募

指定管理者候補者選考委員会
２次審査

特定の団体を指定管理者の候補者の

２次審査
候補者の予定者とすることの承認

指定管理者候補者選定審査会

指定管理者候補者選定審査会

市としての意思決定

１次審査
原則５人以上・施設の特性に応じて、
学識経験者その他識見を有するもの

候補者の選考

　　予定者とすることの承認　

　を含め構成するものとする。

【資料３】

１次審査
特定の団体を指定管理者の候補者と

候補者をＡ社に決定

指定管理者の指定の議案の議決

Ａ社を指定管理者に指定（協定締結）

指定管理者の指定の議案の議決

Ｂ財団を指定管理者に指定（協定締結）モニタリング（評価）

指定期間の決定
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《指定管理者制度》 

定期モニタリングの流れ 
 

※モニタリングとは 

 指定管理者による公共サービスの履行に関し、条例、規則および協定等に従い適正、か

つ確実なサービスの提供が確保されているか否かを確認する手段であり、公共サービスの

水準を監視し、市民サービスの向上を図るもの。このうちの定期モニタリングは、毎年度

１回以上実施しているものである。 
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部

評価委員会  ＜第二次評価＞

☆第一次評価の手続き及び結果

が適正であるかどうかの審

査･判定を実施。 
○外部有識者２名以上を含む委

員で構成。 

＜第一次評価＞

☆以下によって所管の職員が評価を実施。 

(1)職員による実地調査 

(2)指定管理者からの提出書類・ヒアリン

グ・利用者（市民）意向調査 

選定審査会      ＜評価の最終決定＞

☆評価委員会からの報告を受け、評価を最終的

に決定。 

○副市長(正副会長)･総務部長･企画部長･財政

部長･管財部長･教育総務部長の７名で構成。

利用者(市民) 

管
財
部

指定管理者  ＜自己評価＞ 

☆下記の書類により自己評価

を行い、市(所管)に提出。 
(1)月報・日報・報告書・事

業計画書等 

 (2)利用者(市民)意向調査 

利用者(市民)
意向調査 

書
類
・

意
向
調
査
結
果
提
出

① 

② 

③

④

⑤
⑥ 

評
価
結
果 

通知 

公表 

通知 

平成２４年５月１６日
市川市 市政戦略会議
第２回会議資料
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各委員の提案の整理（新たな協働体制のイメージ） 

  

 

市川市 市民等(ＮＰＯ法人・民間事業者等) 

協議への参加 

情報の提供・ミーティングへの参加 

協議への参加 

情報の提供・ミーティングへの参加 

新たな行政課題(公共的課題) 

②
市
民
と
の

情
報
共
有 

③
新
た
な
課
題
へ
の
対
応 

市の既存事業 

協働化に適さない 

または 

不可能な事業 

協働化に適している

または 

可能な事業 

協働による事業展開 

アウトソーシング基準 

指定管理者制度 

事業協働化の 

協議・検討 

民間単独での事業展開 

市との協働により 

実施したい事業 

１％支援制度・協働事業提案制度 

①
既
存
事
業
の
振
り
分
け
と
民
間
か
ら
の
提
案 

｢市｣と｢市民等｣との 

情報交換 

ミーティング 

新たな行政課題 

(公共的課題)への 

対応について 

協議・計画策定 

ボランティア･ＮＰＯ活動センター 

【上記以外の主な意見】 ①地場企業の社会貢献活動の把握  ②毎年新たに 50 億円相当分の既存事業の支出カットの企画とＰＤＳサイクルの運用 

③街づくり活動組織を育成して行政が手を引く分野を肩代わりさせ、市民サービスに大穴が空かない仕掛けの継続的推進 

④行政・市民・ＮＰＯ等が協働で事業計画の策定や運営をすすめる協働事業推進制度の設立  ⑤市民目線での市川市にあってほしい姿の検討 など 
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